
 1

 
2012年 9月本会議 

 
会派公明党 代表質問 

 

＜ 老齢者医療費助成制度 

     廃止について ＞ 
 
 
 

佐野 弘仁  

2012年 9月 10日 
 



 2

＜ 質問項目 ＞ 
 

質 問 項 目 要 旨 

 

老齢者医療費助成制度

廃止について 

１、 山梨県老人医療助成制度廃止

に伴う対象の６８、６９歳の

「対象者数」はどの位の人数

となるのか、本来対象者に 

対する「医療費助成額」の 

拠出は総額幾ら程度が必要に

なるのかを御聞かせ下さい。

 

１、 国、県の制度改正や高齢化率

の上昇などにより、今回の山梨

県の高齢者医療費助成制度廃止

を受け、市行政として今後 

どの様に対応されていくのか、

当局のお考えを御聞かせ下さ

い。 
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＜ 老齢者医療費助成制度廃止について ＞ 

次に老齢者医療費助成制度廃止についてお伺いします。 

この制度は、６８歳、６９歳の低所得者の医療費につい

て県と市町村が一部をそれぞれ、助成しあい、本人自己負

担割合を１割に軽減するという制度であります。山梨県は

この老人医療費制度について本年Ｈ２４年度末をもって廃

止する事を決定致しました。 

しかし廃止するに当たっては、今社会が直面している生

活保護と最低年金等の逆転の問題を含めて、廃止対象年齢

に当たっている方々の経済状況を踏まえ、こと命に係る医

療費補助に関する問題ですので、十二分に検討して慎重に

検討し、当たらないといけないと考えるものであります。 

この制度を廃止する理由として、山梨県は３点を挙げて

おります。 

まず１点目として、現行制度に移行してＨ１７年度以降、

国の高齢低所得者に対する医療費などの自己負担の軽減 

措置が充実してきたこと。 

２点目として、国が７０歳から７４歳までの自己負担 
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割合を１割に留めている現行措置の見直しを検討する事を

明らかにしたこと。 

３点目には、他県では見直しが既に進んでおり、本県と 

ほぼ同等の制度を持つ団体数は、Ｈ１７年度の２０団体 

からＨ２４年度には本県を含む４団体（山梨県のほかは、

新潟県、滋賀県、京都府）へと大幅に減少していること。 

などを挙げております。甲府市の老齢者医療費助成制度

は、何回かの見直しを経て、現在は６５歳以上、７４歳以

下の非課税世帯者を対象に、医療機関受診時の自己負担が

１割となる制度として実施されております。 

そこでまず１点目の質問としてお尋ね致します。この廃

止に伴う対象の６８、６９歳の「対象者数」はどの位の人

数となるのか、本来対象者に対する「医療費助成額」の拠

出は総額幾ら程度が必要になるのかを御聞かせ下さい。 

次に２点目の質問として、国、県の制度改正や高齢化率

の上昇などにより、今回の山梨県の老人医療費助成制度廃

止を受け、市行政として今後どの様に対応されていくのか、

当局のお考えを御聞かせ下さい。 
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・ 県老人医療費助成制度廃止に伴う影響と 

今後の対応について ＜当局答弁＞ 
 

山梨県の老人医療費助成制度は、68歳・69歳の市

民税非課税世帯の医療費自己負担 3 割を 1 割に軽減

するための制度でありますが、県におきましては、こ

の助成制度を 2 年間の経過措置を設ける中で、平成

24年度末で廃止することを決定しました。 

県の制度に係わる対象人数は、およそ 1,000人医療

費助成金額は、平成 23年度決算額で 6,363万円であ

り、県制度がすべて終了しますと、県補助金として約

3千万円が減額となる見込みであります。 

今後の対応につきましては、県制度の廃止を踏まえ  

国の動向や他都市の状況等をも考慮する中で、今後の

事業のあり方について、検討を進めてまいります。 
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＜ 再質問 ＞ 

（丁寧な）御答弁大変にありがとうございました。 

この様な人数が対象であり、本来の弱者保護の観点か

らは、現行の補助は必要だと考えます。 

本来は甲府市の責任では無い事は充分承知をして

おります。しかし今大切な事は高齢者の、弱者保護で

あります。 

県については廃止を決定する時点で、補助打ち切り

実施後に予測される市町村毎のネガティブな「困り

事」の項目を、もっと具体的に吸い上げる体制を行っ

て頂きたいと思っております。本市を含め各市町村の

現実問題として、予算補填をどうするのかと言った問

題があるわけですから。 

どうか今後に付いては、本市が各市町村の先頭を切

って、県に対して働きかけを行って頂きたく、また協

議も併せて進めて頂きたい事を強く要望します。 
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2012年 12月本会議 

 
会派公明党 

＜ 議案 97号に対する反対討論＞ 

 
 
 
 
 

会派公明党 代表 兵道 顕司  

2012年 12月 17日 
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議案第９７号に対する反対討論 

会派公明党 代表 兵道顕司 

 

「いのちと健康を守る」公明党の立場から、議案 

第９７号「甲府市老齢者医療費助成金支給条例の一部

を改正する条例制定について」に対する反対討論を行

います。 

同条例は幾多の変遷を経て、現在６５歳以上７４ 

歳までの住民税非課税である低所得者世帯に対して、

医療費の自己負担割合を１割となるよう助成するも

ので、齢を重ねるにしたがって医療ニーズが高まる高

齢者に対する極めて重要な「セーフティネット」とし

て、これまで生活苦にあえぐ多くの低所得高齢世帯の

いのちと健康を守ってきました。 

疾病とうまく付き合いながら、なんとか日常生活を 

維持しているのが多くの高齢者の現状です。 

生活費を切り詰め医療費に回している低所得者世帯

は極めて多い。こうした世帯に対して医療費が一気に
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３倍になる自己負担割合の引き上げがはたしてどう

いう結果をもたらすか。 

生活費をより一層切り詰めて、１日３食を２食に、

真冬の寒い時でもストーブをつけない、こたつもやめ

る、はたまた、具合がわるくても極力医者にかからな

い、想像しただけでも背筋が寒くなります。 

特に、７０歳に近づくにつれ医療ニーズが高まる 

ことは想像に難くなく、また、抵抗力もますます低下

する一方であり、医療から引き離されることはそのま

まいのちにかかわることも容易に考えられるところ

です。 

この年代の低所得世帯にとって、医療費の助成は、

まさにいのちをつなぐ「最後のセーフティネット」と

いっても過言ではありません。 

 ぎりぎりのところで何とか支えてきたこのセーフ

ティネットが破れてしまえば、一気に奈落の底に転落

してしまうのをなすすべもなく傍観するだけとなっ

てしまいます。 
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一方で、予想をはるかに上回る高齢化社会の進行 

のなか、事業費の増加や県の一方的な制度廃止、さら

には地域主権の流れに逆行するような国からの不利

益措置などもあり、制度の見直しの必要性があること

については、私どもも理解しないでもありません。特

に、国からの不利益措置については、これ以上地方の

足をひっぱらないでほしいと、怒りをもって申し上げ

たいところです。 

しかしながら、こうした事情を高齢者にそのまま 

転嫁することはいかがなものかと思います。 

おりしも、国においては、「社会保障制度改革国民 

会議」を設置し、社会保障制度の充実、とりわけ医療・

介護の分野での充実を目指した国民的議論がスター

トしたばかりです。 

社会保障制度の充実へと向かうこうした中での、 

今回の条例改正です。 

県を含めて、県内の他市町村が制度廃止に舵を切っ

ている趨勢に流され、県内の高齢者福祉のパイオニア
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としての灯が消えるのは、あまりにも寂しいことでは

ないでしょうか。 

以上を申し上げ、６５歳以上の低所得高齢者すべて

に対して画一的に助成制度を廃止し、医療ニーズが高

い年齢階層の低所得者に対してまでも一律に重い負

担を課する結果となる今回の条例改正については、わ

が党の立場からは反対せざるを得ないものでありま

す。 

以上 

 

 


